脱退者持分払戻計算書
平成　　年　　月　　日
円

Ⅰ　払戻持分の対象になる金額

１　貸借対照表の出資金の部分
Ａ
×××
　　　　　〃　　の資本剰余金の部分
Ｂ
×××
　　　　　〃　　の利益準備金の部分
Ｃ
×××
　　　　　〃　　の組合積立金の部分
Ｄ
×××
（教育情報費用繰越金を含む）

　　　　　〃　　の当期未処分剰余金
Ｅ
×××
２　剰余金処分による流出
Ｆ
△×××
（出資・利用分量配当等）

３　未払持分に振り替えた脱退者の出資金
Ａ’
×××
４　土地評価益
Ｇ
×××
５　土地評価益に対する繰延税金負債
Ｈ
　△×××
払戻持分対象金額合計 Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ+Ｅ－Ｆ+Ａ’+Ｇ－Ｈ
　　×××
Ⅱ　払戻持分１口の金額

１　対象出資口数（期末出資口数＋脱退者出資口数）
××口

２　１口の金額（払戻持分対象金額合計÷対象出資口数）
×××円
Ⅲ　払戻持分１口の金額の内訳

１　出資金の部分
Ａ
×××円
２　資本剰余金の部分
Ｂ
×××円
３　利益剰余金の部分
Ｃ＋Ｄ＋Ｅ－Ｆ＋Ｇ－Ｈ
×××円
４　みなし配当源泉税（利益剰余金の部分×２０％）
×××円
１口当たりの払戻額計

×××円
Ⅳ　脱退者持分払戻額
×××円
Ⅴ　会計処理の方針

１　出資金の部分は、出資金勘定の減少で処理する。（規定なし）
２　資本剰余金の部分は、資本準備金又はその他資本剰余金勘定からの減少で処理する。（規定なし）
３　利益剰余金の部分は、利益剰余金の中の勘定科目からの減少で処理する。（規定なし）
４　出資金額より少ない額を払い戻した時に生じる差額は、出資金減少差益として処理する。（規定なし）
５　土地評価益を加算して算出した持分払戻額のうち、出資金の部分を超える額が、純資産中の資本剰余金、利益剰余金の合計額を超える場合に生じる差額は、脱退者持分払戻勘定で処理する。

